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　This paper summarizes the status of work done for supporting victims, wards, and livelihoods by livelihood 
protection officials of local governments in Iwate Prefecture in the aftermath of the Great East Japan Earthquake. 
It also analyses trends in livelihood protection in Iwate Prefecture, the implementation status of livelihood 
protection in the region five years after the disaster, and the regional conditions after the impact. It organizes 
policy trends related to livelihood protection and support for the needy before and after the Great East Japan 
Earthquake, and based on these trends and the actual regional conditions in Iwate Prefecture, considers desirable 
future support in cases where the “actualization of poverty” has not appeared as of now – in the form of providing 
livelihood protection
Keywords: support for victims, livelihood protection, support for independence of needy people, actualization of 
poverty, community mutual aid
東日本大震災被災地の今後の被災者支援及び
生活保護、生活困窮者自立支援のあり方について
Desired Victim Support, Livelihood Protection,
 and Support for the Needy to Lead Independent Lives in the Future




　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災による岩手県の
被災状況は、2013 年 2 月 28 日現在（2012 年 12 月    
7 日までに発生した余震の被害を含む）で、人的被
害は死者 4,672 人、行方不明者 1,151 人、負傷者 206
人となっており、人的被害の合計 6,029 人は、県人
口の 0.5％、沿岸地域人口の 2.1％を占めた。家屋被
害は、全壊・半壊が約 2 万 5,000 棟にのぼっている。






























　大槌町は、震災前の 2010 年 10 月 1 日で人口 1 万
5,276 人、世帯数 5,679 であった。
　大槌町の東日本大震災の津波による被害は、2013
年 2 月 28 日現在で、死亡が 803 人、行方不明は
437 人で人的被害の合計は町人口の約 8％に及び、
家屋倒壊数の3,717棟は全世帯数の約65％に達した。





























　生活保護担当４人のうち 2 人は、3 月 23 日まで
保健活動に従事し、菊池と職員 2 人が、被災者支援
や生活保護世帯の安否確認に従事した。被保護者の



















いが、実は増えておらず、震災以後の 2011 年 10 月
までで生活保護相談は 22 件、申請は６件であった
という。
　大槌町の生活保護受給者は、震災前の 2011 年 3
月 1 日で 191 世帯、288 人であった。2010 年度月平
均保護率は、18.62‰で、県内市町村中 3番目に高かっ
たが、8 か月後の 2011 年 11 月 1 日時点では、74 世
帯、102 人に減少した。
　生活保護受給者は、2011 年 10 月現在で死亡 11 人、
行方不明 23 人、全壊・半壊家屋 136 棟となっており、
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この間の保護廃止理由は、義援金等が 53 件、死亡・

















　陸前高田市は、震災前の 2010 年 10 月 1 日で人口
2 万 3,300 人、世帯数 7,767 であった。
　陸前高田市を襲った津波は、最大 16 メートルの
高さに及び、大槌町と同様に市は壊滅的な被害を受
けた。その被害は、2013 年 2 月 28 日現在で、死亡
が 1,556 人、行方不明は 217 人で人的被害の合計は
町人口の 7.6％に及び、家屋倒壊数の 3,341 棟は全世
帯数の約 43％に達した。
　市役所本庁舎は全壊し、市役所職員も嘱託や臨時
職員を含めると、全体の約 4 分の 1 が犠牲となった。
（２）生活保護業務の実際
　陸前高田市の生活保護受給者は、2010 年度月平
均で 114 世帯、163 人で、保護率 6.96‰であった。
保護率は、34 市町村中 25 番目と県内でも常に低位

















　4 月の保護費は、水の引いた庁舎から 3 月の支払
伝票が偶然見つかり、4 月 28 日に支払いが可能と
なった。ちなみに、地元銀行のＡＴＭが利用可能と

















































































　内陸の一関市は 3 月 11 日の地震では、震度 6 弱
を観測し、電気・水道などのライフラインが止まっ
た。4 月 7 日の震度 6 弱の最大余震は家屋に大きな
被害を与え、その被害は全壊 57 棟、半壊 734 棟に
のぼった。
（２）被災市民への支援

































位置するため、2011 年 11 月 1 日現在で、市内には
市民のほか、岩手、宮城、福島の 3 県 23 市町から
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被災者約 1,000 世帯、約 2,500 人が避難生活を送っ
た。主な避難生活者は、市内で家屋被害を受けて転
居を余儀なくされた 196 世帯、548 人、陸前高田市







跡等を提供（最大 30 世帯、86 人利用）、さらには、
2 か所、320 戸分の応急仮設住宅の建設用地（学校




731 世帯、1,033 人で、保護率 8.57‰であった。保護
率は、34 市町村中 19 番目で、近年やや高位となっ






た。保護申請数も 2009 年度をピークに 2010 年度は
やや減少となっていた。　　
　震災以後の保護動向を見ると、震災を理由とした
申請が 14 件あり、うち 13 件は沿岸被災地からの転
入で 12 件が開始された。























































世帯についても、1 か月に一度あるいは 2 か月に一
度巡回をして、様々な相談に対応した。






















　 図 1 は、 岩 手 県 の 全 体、 沿 岸 部、 内 陸 部 別 の




年 4 月からの 1 年間で沿岸部は 406 世帯、629 人減
少し、沿岸部からの転入等により内陸部は 251 世帯、
241 人の増加となり、県全体では 155 世帯、388 人
の減少となっている。
　2012 年 4 月からは大きな変動はなく、2012 年 4
月から 2015 年 3 月までの 3 年間で、沿岸部は 9 世帯、
107 人減少し、内陸部は 196 世帯増、279 人減となっ




　図 3 は、 東日本大震災に係る 2011 年 4 月から
2012 年 3 月までの 1 年間の相談・申請・開始・廃
止件数の動向である。
　相談件数は、発災翌月の 2011 年 4 月に 75 件で最
も多く、5 月が 36 件、6 月が 40 件で、7 月から徐々
に減少している。なお、2014 年度は多い月で 15 件、
少ない月で 5 件、平均で約 10 件となっている。
　申請及び開始件数は、2011 年 4 月から 6 月まで
は 20 件前後で推移し、7 月以降は相談件数と同様
に減少している。なお、2014 年度は申請が多い月
で 11 件、開始も多い月で 10 件となっている。
　廃止件数は、義援金の給付に伴い、2011 年 8 月
が最も多く 64 件となり、その後は減少している。






世帯 2643 2330 2237 2244 2261 2261 2252
人員 3666 3185 3037 3017 3024 3004 2982
世帯 7977 8134 8228 8247 8273 8253 8313
人員 11386 11570 11627 11573 11535 11351 11263
世帯 10620 10464 10465 10491 10534 10514 10565







































世帯 2643 2330 2237 2244 2261 2261 2252 2239












































　平成 27 年版岩手県の生活保護によると、2011 年
4 月から 2012 年 3 月までの義援金等による廃止は、
5 月の 2 件に始まり、8 月が 44 件と最も多くなり、
その後減少し 3 月に 5 件となり、2011 年度の計は
200 件となっている。
　年度単位では 2012 年度が 12 件、2013 年度が 2 件、
2014 年度が 1 件となり、2015 年 3 月までの計は 215
件となっている。
　なお、義援金等が支給された被保護世帯は 2015





年 1 月の 2 件に始まり、多くて 2012 年 7 月～ 11 月
までの 5 件から 6 件で、2012 年で合計 42 件であり、
2013 年度は 20 件、2014 年度は 11 件で、2015 年 1
月から 3 月は 0 件で計 73 件となっている。
　開始件数の 73 件は、2015 年 3 月までの義援金に
よる廃止件数 215 件の 34％である。
（４）沿岸部の開始・廃止件数の動向
　図 4 は沿岸部の開始・廃止件数の動向である。
　沿岸部の保護の開始・廃止件数を 2012 年 4 月か
ら 2015 年 3 月までの 3 年間の推移を見ると、開始
件数は多い月で 34 件、少ない月で 12 件、平均で約
24 件となっている。年度毎の平均は、2012 年度が
約 27 件、2013 年度が約 24 件、2014 年度が約 22 件
となっている。
　廃止件数は、多い月で 40 件、少ない月で 13 件、
平均で概ね 24.5 件となっており、年度毎の平均も
24 件～ 25 件となっている。

















相談 75 36 40 26 28 11 21 22 31 33 24 14 361
申請 3 22 19 6 6 9 13 6 7 15 8 9 143
開始 15 17 22 6 5 6 5 6 6 13 7 8 116

































開始 31 25 24 34 18 29 33 34 20 27 20 28 21 30 12 24 17 22 25 23 33






































　表 1 は、2010 年度から 2014 年度までの釜石市、
陸前高田市、一関市の生活保護の動向である。










釜石市 陸前高田市一関市 釜石市 陸前高田市一関市
2010 432 114 731 613 163 1,033
2011 378 92 790 530 124 1,105
2012 336 88 802 459 115 1,114
2013 350 83 788 470 104 1,087




　表 2 は、2010 年度から 2015 年度までの釜石市、
陸前高田市、一関市の相談・申請・開始の状況であ
る。









2010 2011 2012 2013 2014
釜石市相 談 247 196 168 148 120
申 請 75 61 77 62 52
開 始 63 55 72 52 44
陸前高田市
相 談 58 24 28 30 38
申 請 31 10 13 16 16
開 始 20 8 12 11 11
一関市相 談 398 371 315 305 354
申 請 198 163 131 145 145
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2）一関市内の避難者は、2016 年 9 月 30 日現在
で、陸前高田市が 61 世帯、129 人、気仙沼市が



































　2013 年 1 月に「生活困窮者の生活支援の在り方
に関する特別部会」報告書が出され、同年 12 月に
生活保護法の一部改正が国会で成立・公布された。





































年度は 2 町で、2014 年度は 5 町で実施し、盛岡市
と滝沢市でも実施した。
（２）生活困窮者自立支援事業の実施状況
　2015 年 4 月からは法施行に伴い、岩手県と 14 市
で生活困窮者自立支援事業がスタートした。
　岩手県の 2015 年度の実施状況を見ると、支援の
入り口である自立相談支援事業は、14 市は 1 市が
直営、13 市が委託により実施、19 町村を所管する







5 町）、盛岡市、宮古市、滝沢市の 3 市で実施した。
　被災地の釜石市は、釜石市社会福祉協議会に委託
し、実施している。





る。相談受付者の年齢は、不明の 23 人を除く 70 名
では、60 歳以上が 27 人（うち 65 歳以上 20 人）に
















































































　岩手県（2016）によると、2016 年 10 月末現在で、
災害公営住宅は 4,237 戸が完成した（完成率 74％）。
応急仮設住宅等からは、2011 年 10 月のピーク時の
43,738 人のうち 6 割以上が退去したが、依然として
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　This paper is a report of 'A Survey on Household Living Condition,' a survey that targets households in Kitakami 
Area, Ishinomaki City, Miyagi. This is a region that was severely affected by Great East Japan earthquake. 
Current intention to relocate is analyzed according to the various elementary school regions (Aikawa, Yoshihama, 
Hashiura). Results of the survey show that rather than familial structure (for example, a two-generation household), 
the degree of damage is a major influence on the decision to leave Kitakami. However, households with children 
and households involved in primary industries usually choose to stay in Kitakami. As for region specific factors, 
the decision to relocate depends on the degree of damages in severely impacted Yoshihama; Ishinomaki city 
center, with the largest concentration of salarymen households, tends to not move unless absolutely necessary; and 
it has been confirmed that there is a higher tendency to remain in place in Aikawa with concentrations of mostly 
occupational households.
keywords: great east japan earthquake, intention to relocate, group relocation for disaster mitigation project, 
survey conducted by citizen 
被災地における居住意向の現状と課題
― 宮城県石巻市北上地区を対象とした世帯調査より ―
Inclination to Reside in Disaster Affected Regions and its Issues: 
A Household Survey on Kitakami Area, Ishinomaki City, Miyagi
庄司知恵子 1・西城戸　誠 2
SHOJI Chieko, NISHIKIDO Makoto
Ⅰ．はじめに
１．本稿の目的
　本稿は、東日本大震災において甚大な被害をうけ
た宮城県石巻市北上地区の世帯を対象とした「暮ら
しについての世帯調査」の調査報告である。本稿で
は、被災地における居住意向の現状について小学校
区ごとに分析し、コミュニティの復興に関する課題
を提示する。
　宮城県石巻市北上町は、震災前から深刻な過疎高
齢化の問題を抱えてきた。そのような中でも、「（震
1 岩手県立大学社会福祉学部
2 法政大学人間環境学部
